
農業競争力強化プログラム（概要）

農業者の所得向上を図るためには、農業者が自由に経営展開できる環境を整

備するとともに、農業者の努力では解決できない構造的な問題を解決していくこ

とが必要である。

このため、生産資材価格の引下げや、農産物の流通・加工構造の改革をはじ

め１３項目について以下のとおり取り組み、更なる農業の競争力強化を実現する。

１．生産資材価格の引下げ
（肥料、農薬、機械、飼料など）

（１） 生産資材価格の引下げ

○ 国際水準への価格引下げを目指す
○ 生産資材業界の業界再編の推進
○ 生産資材に関する法規制の見直し
○ 国の責務、業界再編に向けた推進手法等
を明記した法整備を推進

（２）全農改革（生産資材の買い方の見直し）

全農は、
○ 農業者の立場に立って、共同購入のメリッ
トを最大化

○ 外部の有為な人材も登用し、資材メーカー
と的確に交渉できる少数精鋭の組織に転換

○ 入札等により資材を有利に調達
○ 農協改革集中推進期間に十分な成果が出
るよう年次計画を立てて改革に取り組む

２．流通・加工の構造改革
（卸売市場関係業者、米卸売業者、量販店など）

（１） 生産者に有利な流通・加工構造の確立

○ 効率的・機能的な流通・加工構造を目指す
○ 農業者・団体から実需者・消費者に農産物
を直接販売するルートの拡大を推進

○ 中間流通（卸売市場関係業者、米卸業者な
ど）について、抜本的な合理化を推進し、事業
者の業種転換等を支援

○ 量販店などについて、適正な価格での販売
を実現するため、業界再編を推進

○ 国の責務・業界再編に向けた推進手法等
を明記した法整備を推進

（２）全農改革（農産物の売り方の見直し）

全農は、
○ 中間流通業者への販売中心から、実需者・
消費者への直接販売中心にシフト

○ 必要に応じ、販売ルートを確立している流通
関連企業を買収

○ 委託販売から買取販売へ転換
○ 輸出について、国ごとに、商社等と連携した
販売体制を構築

○ 農協改革集中推進期間に十分な成果が出
るよう年次計画を立てて改革に取り組む
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６．チェックオフ（生産者から拠出金を徴収、
販売促進等に活用）の導入

○ チェックオフを要望する業界における検討
手順（推進母体・スキーム・同意要件）を定め、
一定以上の賛同で法制化に着手

４．戦略的輸出体制の整備

○ 平成31年の１兆円目標に向けて、本年５
月の「農林水産業の輸出力強化戦略」を具
体化

○ 日本版SOPEXAの創設（農業者の所得向
上に繋がるﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ・ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ、輸出サ
ポート体制）

７．収入保険制度の導入

○ 適切な経営管理を行っている農業経営者
の農業収入全体に着目したセーフティネット
を導入
・ 青色申告している農業経営者が加入

・ 農業収入全体を対象
・ 過去５年の平均を基準収入とし、収入減
の一定部分を補てん

・ 保険方式と積立方式とを併用
○ 併せて、現行の農業共済制度を見直し
・ 米麦の共済制度の強制加入を任意加入
に変更

８．土地改良制度の見直し

○ 農地の集積・集約化を進めるため、農地
集積バンクが借りている農地のほ場整備事
業について、農地所有者等の費用負担をな
くし、事業実施への同意を不要とする

９．農村の就業構造の改善

○ 農村に就業の場を確保するため、工業等
に限定せず、サービス業等についても導入
を推進

13．生乳の改革

○ 生産者が自由に出荷先を選べる制度に

改革

○ 指定団体以外にも補給金を交付

○ 全量委託だけでなく、部分委託の場合に

も補給金を交付

５．原料原産地表示の導入

消費者の選択に資するため、全ての加工食
品について
○ 重量割合上位１位の原材料について、国
別の重量順に表示することを基本

○ 実行可能性を考慮したルールを設定

３．人材力の強化

○ 新規就農者が営農しながら経営能力の
向上に取り組むために、各県に「農業経営
塾」を整備

○ 法人雇用を含めた就農等を支援
○ 外国人技能実習制度とは別の外国人材

活用スキームの検討

11．肉用牛・酪農の生産基盤強化

12．配合飼料価格安定制度の安定運営

○ 肉用牛・牛乳乳製品の安定供給を確保す
るため、繁殖雌牛の増頭、乳用後継牛の確
保、生産性の向上、自給飼料の増産等を推
進

○ 配合飼料価格安定制度の安定的な運営

10．飼料用米の推進

○ 多収品種の導入等による生産コスト低減、
耕種農家・畜産農家の連携による畜産物の
高付加価値化を図る取組等を推進



農業競争力強化プログラム（抜粋）

平成２８年１１月２９日

農林水産業・地域の活力創造本部決定
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１ 生産者の所得向上につながる生産資材価格形成の仕組みの見直し

（１）生産資材価格の引下げ

生産資材価格の引下げと農業及び生産資材関連産業の国際競争力の強化

を図るため、以下のとおり取り組む。

その際、農林水産省、経済産業省をはじめ政府一体となって取り組む。

① 生産資材は、農業の競争力を左右する重要な要素であり、国は、国内

外の生産資材の生産・流通・価格等の状況を定期的に把握し、公表する。

また、国は、民間活力を最大限に活用しつつ、生産資材の安定供給と

価格引下げのための施策の具体化に努める。

② 生産資材に関する各種法制度（肥料・農薬・機械・種子・飼料・動物

用医薬品等）及びその運用等（法律に基づかない業界団体による自主的

な規制も含む）について、国は定期的に総点検を行い、国際標準に準拠

するとともに、生産資材の安全性を担保しつつ、合理化・効率化を図る。

特に、合理的理由のなくなっている規制は廃止する。

③ 国は、各種生産資材について、メーカーが、適正な競争状態の下で、

高い生産性で生産し、国際水準を踏まえた適正な価格で販売する環境を

整備する。

公正取引委員会も、こうした観点で、徹底した監視を行う。

④ 国は、民間のノウハウを活用して、農業者が各種生産資材の購入先に

ついて、価格等を比較して選択できる環境を整備する。

⑤ 多品種少量生産が低生産性の原因となっている種類の生産資材（肥料

等）については、国は、産地の声をよく聞きながら、各都道府県・地域

の施肥基準等の抜本的見直しを推進し、銘柄数を絞り込む。

⑥ 生産性の低い工場が乱立している種類の生産資材（肥料・飼料等）に

ついては、国は、国際競争に対応できる生産性の確保を目指した業界再

編・設備投資等を推進することとし、政府系金融機関の融資、農林漁業

成長産業化支援機構の出資等による支援を行う。

⑦ メーカーが寡占状態となっている種類の生産資材（農業機械等）につ

いては、国は、ベンチャーを含めた企業の新規参入を推進することとし、

参入しようとする企業に対して、政府系金融機関の融資、農林漁業成長

産業化支援機構の出資等による支援を行う。

⑧ 国は、開発目標（適正機能・合理的価格）を明確にして、民間企業・

研究機関・農業者等の連携により国際競争性を有した農業機械の開発を
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促進する。

また、時代のニーズと合わなくなっている農業機械化促進法を廃止す

るための法整備を進める。

⑨ 農薬については、農産物輸出も視野に入れた国際的対応が特に重要で

あり、国は、ジェネリック農薬の登録のあり方を含め、農薬取締法の運

用を国際標準に合わせる方向で、抜本的に見直す。

⑩ 戦略物資である種子・種苗については、国は、国家戦略・知財戦略と

して、民間活力を最大限に活用した開発・供給体制を構築する。

そうした体制整備に資するため、地方公共団体中心のシステムで、民

間の品種開発意欲を阻害している主要農作物種子法を廃止するための法

整備を進める。

⑪ 上記改革を推進するため、生産資材に関し、国の責務、業界再編に向

けた推進手法等を明記した法整備を進める。

⑫ 上記改革を推進するため、金融機関による生産資材関連産業の生産性

向上に資する経営支援や資金供給の促進、政府系金融機関や農林漁業成

長産業化支援機構等との連携強化等を図る。

（２）（１）に関連する全農の生産資材の買い方

① 全農の購買事業の見直し

生産資材価格の引下げを図るには、生産資材業界の業界再編と合わせ

て、これに資する全農の生産資材の買い方の見直しが必要である。今後

は、全農は、真に、農業者の立場に立って、共同購入のメリットを最大

化する組織に転換するべく、以下の改革を実行する。

○ 全農は、生産資材に関するあらゆる情報に精通するために、外部の

有為な人材も登用し、生産資材メーカーと的確に交渉できる少数精鋭

の組織に転換する。

○ 全農は、農業者・農協の代理人として共同購入の機能を十分に発揮

する。また、全農は、農業者・農協に対し、価格と諸経費を区別して

請求する。

○ 改革後の全農は、取り扱う生産資材の点数を適切に絞り込みつつ、

国内外における価格水準や、世界標準等の情報を常に収集し、競争入

札等の方式を積極的に導入することによって、農業者が、仕様、品質、

価格面で最も優れた生産資材を調達できるよう支援する。全農が収集

する調達に関する情報は、全国の農協や、農業者で共有できる仕組み
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を整備する。

○ 上記方針を組織体制として明確化するため、全農は、従来の生産資

材購買事業に係る体制を農協改革集中推進期間内に十分な成果が出る

よう年次計画を立てて、機能統合、業務の効率化、人員の配置転換や、

必要であれば関連部門の生産資材メーカー等への譲渡・売却を進める

など、シンプルな体制を構築する。購買事業を担ってきた人材は、今

後、注力すべき農産物販売事業の強化のために充てる。

② 全農（子会社を含む。）の生産資材関連事業の在り方

○ 全農は、生産資材の安定供給を図る目的で原料（肥料原料、飼料原

料など）を輸入する場合は、生産資材メーカーの生産性を十分考慮し

て、当該原料の販売を行う。

○ 全農は、農業者のために、生産資材メーカー・輸入業者に戦略的出

資を行う場合は、その戦略目的を明確にするとともに、その効果を毎

年会員に明示して、目的に即した効果がない場合は、出資を速やかに

見直し、適切な措置を講ずる。

○ また、全農による購買事業において、出資先を特別扱いせず、購入

先の一つとして公正に扱う。
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